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自己紹介・現在の活動について

・1991年千葉県船橋市生まれ
青山学院大学経済学部→三井不動産レジデンシャル株式会社→地域おこし協力隊→(株)goodhood代表

〜民間企業での経験〜 〜行政サイドでの経験〜
（地域おこし協力隊）

財閥系不動産デベロッパー
・不動産販売営業
・営業所マネジメント
・都市開発事業企画業務
・用地取得業務

空き家・空き地バンク運営管理
・空き家所有者コンサルティング
・移住定住希望者へ物件案内
・町内不動産事業者との連携推進
・地域自治会との空き家対策連携
・空き家実態調査（町内全棟実施）
・移住定住促進協議会事務局

民間で6年、行政で4年、官民双方から10年間まちづくりに関わっています。

宅地建物取引士
賃貸不動産経営管理士



弊社について

私たちは、辰野町役場指定：空き家管理等活用支援法人と

して、町内の空き家を大切な資源として次世代に繋いでい

くためのサポート活動や不在空き家管理、自社事業（住ま

い・教育・文化）の物件として利活用させていただく事を

通じて、辰野町の地域活性化を目指しています。

住まい

・公有財産利活用（賃貸戸建事業）

・難関校専門総合進学塾

教育

文化

・ダンススクール、イベント企画

・辰野町役場空き家バンク運営管理

行政
連携

空き家
管理

・不在空き家管理サービス



メンバー紹介

青山学院大学経済学部卒業後、

財閥系不動産デベロッパーにて

6年間勤務。不動産事業企画、

イベント企画運営を通したまち

づくりへのアプローチが強み。

代表取締役

鈴木雄洋

東京大学工学部卒業、在学中か

ら地方創生の研究と実践を小布

施町にて行ってきた。都市工学

の観点からまちづくりへのアプ

ローチが強み。

取締役

松田陽多

信州大学人文学部卒業後、一般社

団法人にてまちづくり事業の現場

で経験を積んできた。教育✖️まち

づくりのアプローチが強み。

取締役

渡邉比呂



辰野町の移住促進における課題
〜まちづくり政策課　地方創生係編〜

移住希望者のニーズ〜需要〜 空き家バンクの物件登録状況〜供給〜

移住希望者の大半が地縁のない方であり、漠然
と”長野県”への憧れを持っている方がほとんど
です。知らない土地でいきなり「購入」ではな
く、まずは「賃貸」で住みたい。
特に現役世代の賃貸希望が顕著です。

空き家バンクの物件登録者は殆どが高齢者の方
の為、終活としてご自身の代で物件を売却し
て、資産整理をご希望される方が殆どです。従
って「売却」希望が大半を占める状況です。

移住希望者は「賃貸住宅」を希望しているが、空き家バンクでは高齢者の「売却希
望」が殆どの為、移住受け入れ機会損失をし続けている。民間の大家業も不足。



未活用不良資産の維持管理コストの増大、経年劣化に伴い解体費用が増大

町立病院が利用していた旧医師住宅、同様に
教育委員会の旧教員住宅など、かつて住宅と
して利用されていた物件が未活用不良資産と
して財政係に眠っている。

未活用のまま維持管理（草刈り等）のコスト
をかけても、物件自体は使われていない為、
経年劣化が進み、資産価値の低下が続き、将
来的な解体予定物件が増えている。

辰野町の未活用不良資産の課題
〜まちづくり政策課　財政係編〜



立地条件が良いのに眠っている公共の物件達



移住したい田舎ランキング18年連続全国1位　長野県の共通の課題

自治体職員・移住コーディネーターの現場の声として「紹介できる家がない」
未活用の公有財産の「維持管理が労力的にも財政的にも大変」



事業内容・目的

「移住定住受け入れ機会損失」と「財政支出」（維持管理費/解体費の増大）
を横断的に解決する。

行政不良資産をPFI・RO方式（公民連携）によって、賃貸戸建事業として活用する。



あそびのある「賃貸戸建」



まちのあそびを、 まちの資産に。

あそびで、あそべ。

まちには、使われていない「場」や「資源」がたくさんある。

空き地に空き家、役目を終えた民間や公共の施設。

そういう場や建物は、まるで存在してないかのような存在となり、

少しずつ朽ちていく。

そういう「場」を私たちはまちの「あそび」に変えていく。

朽ちていく場を必要な遊びへと変えていく。

場としての「あそび」とコンテンツとしての「あそび」をつなげ ていく。

価値がないと思っていたものが、見る角度を変え、見る人を変え、

仕組みを変えることで、まちの資産へと変わっていく。

「あそび」がなければ、機械が故障してしまうように、社会も人も行き詰まる。

まちの中が「価値」や「目的」のあるものばかりで 埋め尽くされているとすれば、

そこには新しい挑戦や発明が起こる余地がないのと一緒だ。

DIY を楽しめる賃貸戸建住宅















本事業CF表　

年間収入78万円(家賃6.5万円)/年間経費23万円/初期改修費450万円
国交省モデル事業補助220万円/実質利回り23.8％



goodhouse内覧会の様子

参加者
副町長

町議会議員
まちづくり政策課長

財政係長
金融機関(八十二銀行)

地域住民
メディア（日経、信毎）



goodhouse事業の展望

県内全域の同様の課題を抱えた自治体に展開していきたい。

これまでの移住機会損失を大幅に改善し、「移住しやすい県ランキング全国１位」



展開のイメージ

STEP STEPSTEP
1 32

知って貰う 調査 支援

本事業の認知活動による
導入希望自治体の発掘

事業環境の調査 自治体毎のウィークポ
イントを補う形で支援

勉強会

講演会など

セミナー

希望自治体の官民の人的リソースの整理、
マーケット調査、対象物件の選別等

事業企画、資金調達、運営管理

事業主 行政キーマン
PFI法・地方自治法に則り事業推進

不動産キーマン
完成物件の営業、マーケット調査
適切な契約形態の提案及び仲介

建築キーマン
事業計画に則したリノベ計画の立案

プロデュース型

プレーヤー型

エージェント型

行政と事業主の間に入り、円滑な
事業推進の伴走支援

行政の代理人として、事業主の発
掘及び体制構築による事業推進

当社が事業主として各キーマンと
連携を図り、事業推進



自分たちが暮らしているまちや愛着のある家の裏が

「こんな風になったらどうだろう ?」と考えてまちに変化を起こしていく。

住んでる場所がより良くなると信じて、あそびをつくる。

 それが、「あそびをつくるデベロッパー」のスタンスだ。

開発しない Development チーム、「 あそびをつくるデベロッパー」

まちが衰退ではなく、発展していくには、まちの資源を活用しながら、

住んでる人が嬉しい未来や住みたい人が増える未来のことを考える必要がある。

資源は無限じゃないし、国内の人口は減り続けている。

だから、今ある資源を活かしてまちを発展させていく方法が必要だ。

その違和感に対する答えが、「あそびをつくる」ということ。

それは、自分たちが住んでいるまちを自分ごととして発展させていくという事。 

goodhood はこれまで自分たちのことを「開発しないデベロッパー」 と言ってきた。

それは都市の乱開発に対して違和感があったから。

スクラップアンドビルドを続けることで、土地の価値や文化を作り変えていく。

それは本当に持続可能なのかと考える。

会社名：株式会社 goodhood

所在地：長野県上伊那郡辰野町辰野1705-1 STUDIOリバー3階

メールアドレス：info@goodhood.co.jp

電話番号：090-1761-0314

website：https://goodhood.co.jp/

開発しない  Development チーム
「 あそびをつくるデベロッパー」

About company


